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Zwamborn, 1966）で得られた KD 値に基づいた設計がなされており，その実績も蓄積され
ているものの，条件によっては，耐波安定性が確保されていない可能性もあり，適切な

















































実験条件を表 2.1 に示す．実験は 2 つのシリーズに分かれている．各シリーズの実験
内容は以下のとおりである．シリーズ 1 は，消波工の天端幅の違いによるブロックの安
定性の変化について調べたものである．実験は全断面被覆形式で行った．天端幅 B は，
これまで標準的な幅としての施工事例が多いドロス高さ h の 1.8 倍（1.8h）と，それよ
り幅を狭くした 1.2 倍（1.2h）としている．シリーズ 2 は，層被覆形式での被覆層厚 t
の違いによるブロックの安定性の変化について調べたものである．ドロスの被覆層厚を





である 1:1.5 とし，静水面からの天端高は，現行設計で用いられている被害率 1%の KD
（KD=20）と法勾配 1:1.5 から，後述する Hudson 式を用いて波高を逆算して，求めた波
高の 0.6 倍に相当する高さとした．ドロスの形状を図 2.2 に示す． 
入射波の周期は，シリーズ 1 が T1/3=1.64s, 1.87s, 2.11s の 3 周期であり，シリーズ 2 は，
T1/3=1.40s, 1.64s, 1.87s, 2.11s の 4 周期である．有義波高は，各シリーズともに H1/3=6cm
～20cm である．各シリーズでの堤体断面を図 2.3 に示す．消波ブロック模型はモルタル
製である．質量は，ドロスが 135.8g，テトラポッドが 117.8 g であり，密度は，ドロス
が 2.367g/cm3，テトラポッドが 2.300g/cm3 であった．ドロスのブロック高さ h は 7.2cm
である． 
 
表 2.1 実験条件 
 構造形式 天端幅 B 被覆層厚 t
実験回数 
（回） 





シリーズ 2 層被覆形式 
1.8h 1.8h 16 
1.8h 1.6h 12 




































































b) シリーズ 2 








きさの 1 個以上移動）および移動（45 度以上回転，ブロックの大きさの半分以上移動）
したブロックの個数を被害として計上した． 
実験結果は，被害率 D(%)に対する KD で評価した．被害率 D(%)は，次式で定義される． 
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シリーズ 1 の実験結果を図 2.4 に示す．縦軸は KD で，横軸は被害率 D(%)を示してい
る．いずれの周期においても，B=1.2h のケースが B=1.8h のケースよりも大きな被害率
に達しており，天端幅が狭くなるとブロックの安定性が低下する傾向にあるといえる．
一般に消波ブロックの所要質量 M は，D=1.0%での KD を用いて算定されており，前述の
ように，現在設計で用いられているドロスの KD は 20 である．図 2.4 には D=1.0%を実
線で示してある．本実験結果において， D=1.0%での KD を内挿して求めると，その平均
値は，B=1.8h のケースで 31.6，B=1.2h のケースで 23.1 であり，両ケースとも KD=20 を

































図 2.4 KD の天端幅による相違 
 
2.2.3 被覆層厚による相違 
(1) 被害率 D%に対する KD  
シリーズ 2 の結果を図 2.5 に示す．縦軸は KD で，横軸は被害率 D(%)を示している．
層厚が小さいほど，大きな被害率に達しており，被覆層厚が小さくなるとブロックの安
定性が低下する傾向にあるといえる．また，被覆層厚が小さいほど，同一の被害率 D と





































































表 2.2 被害率 1%相当の KD 
被覆層厚 t 1.8h 1.6h 1.4h 
サンプル数 16 12 7 
下限～上限 16.99～37.01 15.39～35.29 12.07～36.18 
平均値D1% 25.63 25.11 22.00 
標準偏差D1% 6.11 5.31 8.15 
変動係数D1% 0.24 0.21 0.37 
 
(2) KD の度数分布 
 前述のように，KD は変動性を有するものであり，その値は実験毎にばらついている．
そこで，D=1.0%の KD に着目し，その値を確率変数として，被覆層厚ごとの KD の特性を
調べることとした．まず，被害率 1%相当の KD をその平均値で規準化し，相対度数を得
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図 2.7 は，図 2.6 に示した理論曲線より，D=1%の KD とその未超過確率を求めたもの
である．これより，ある KD での未超過確率を推定することができる．図中には，現行
設計でドロスの所要質量算定に用いられている KD=20 に対応する未超過確率の値を示し
ている．t=1.8h と t=1.6h の場合の未超過確率はほぼ同じで 20%弱である．しかしながら，
























































































































水理模型実験は，2.2.1(1)と同様に図 2.1 に示す 2 次元造波水路を用いて行った．通過
波検定も 2.2.1(1)に示した方法と同様である．通過波検定の後に，1/30 勾配の水路上に
消波ブロック傾斜堤を設置した． 
実験条件を表 2.3 に示す．実験は 2 つのシリーズに分かれている．各シリーズの実験
内容は以下のとおりである．シリーズ 1 は，消波工の天端幅 B の違いによるブロックの
安定性の変化について調べたものである．実験は全断面被覆形式で行った，天端幅は，
ドロス高さ h の 2.7 倍（2.7h）と，それより幅を狭くした 2.4 倍（2.4h）としている．シ
リーズ 2 は，層被覆形式でのブロックの安定性について調べたものである．ドロスの被
覆層厚 t はドロス高さ h の 1.8 倍（1.8h）と 1.6 倍(1.6h)で，中詰め材をテトラポッドと
した断面を検討対象とした．なお，シリーズ 2 における天端幅は,ドロス高さ h の 2.7 倍 
 
表 2.3 実験条件 
 構造形式 天端幅 B 被覆層厚 t
実験回数 
（回） 























































b) シリーズ 2 
図 2.8 実験断面 
 
（2.7h）とした．入射波の周期は，シリーズ 1，2 ともに，T1/3=1.40s, 1.64s, 1.87s, 2.11s
の 4 周期である．有義波高は，各シリーズともに H1/3=6cm～22cm である．各シリーズ
での堤体断面を図 2.8 に示す．消波ブロック模型はモルタル製である．質量は，ドロス
が 135.8g，テトラポッドが 117.8 g であり，密度は，ドロスが 2.367g/cm3，テトラポッ




ロックの挙動を観察した．実験結果は，被害率 D(%)に対する KD で評価した． 
 
2.3.2 天端幅による相違 
シリーズ 1 の実験結果を図 2.9 に示す．縦軸は KD で，横軸は被害率 D(%)である．傾
斜堤全体の被害個数より算出される被害率，港外側における被害個数より算出される被
害率，港内側における被害個数より算出される被害率を各々示している．全体の被害率
の傾向をみると，天端幅が狭い B=2.4h のケースの安定性が B=2.7h よりも低くなる傾向
にある．また，周期 T1/3 が長くなると，いずれのケースにおいても安定性が低下してい







れる．また．周期が長いほど，天端幅 B が波長 L1/3 で代表されるような波のスケールに
対して小さくなるので，港内側の法肩においても波の影響を受け易くなることが想定さ
れる． 
図 2.10 は， KD と B/L1/3 の関係を示している．図中には，全体の被害率が D=0.5%から
D=2.0%に相当する KD を示した．ばらつきはあるものの，B/L1/3 が小さくなると KD は低
下する傾向にある．D=1.0%に着目すると B/L1/3 が 0.06 より小さくなると KD が 20 を下回
っている． 
 























































       b) 港外側の被害率          c) 港内側の被害率 
 




















図 2.10 KD と B/L1/3 の関係 
 
2.3.3 被覆層厚による相違 
(1) 被害率 D%に対する KD  
シリーズ 2 の実験結果を図 2.11 に示す．縦軸は KD で，横軸は被害率 D(%)を示してい
る．被覆層厚の違いによる KD の差異は顕著でないことが分かる．なお，2.3.2 と同様に，
被害は港内側の法肩で生じやすく，港外側のブロックは，港内側のブロックよりも安定
であった．表 2.4に，内挿して求めた D=1.0%相当の KDの平均値D1%および標準偏差 D1%，
変動係数D1%を示す．平均値D1%は，被覆層厚によらずほぼ同等である．表 2.2 に示し














































図 2.11 KD の被覆層厚による相違 
 
 
表 2.4 被害率 1%相当の KD  
層厚 1.8h 1.6h 
サンプル数 20 8 
上限～下限 31.96～11.04 35.79～9.6 
平均値 μD1% 22.76 21.56 
標準偏差D1% 5.75 8.22 





(2) KD の度数分布 
 2.2.3(2)と同様に，被害率 1%相当の KD をその平均値で規準化し，相対度数を調べた．
図 2.12 は，各層厚における KD の相対度数を示している．図中の曲線は，理論曲線とし
て対数正規分布をあてはめたものである．消波ブロック被覆堤の場合と同様，消波ブロ
ック傾斜堤においても対数正規分布が実験結果の傾向を概ね表しているといえる． 
図 2.13 は，図 2.12 に示した理論曲線より，被害率 D=1%の KD とその未超過確率を求
めたものである．図中には，現行設計でドロスの所要質量算定に用いられている KD=20
に対応する未超過確率の値を示している．t=1.8h のケースでは，未超過確率は約 35%で
ある．t=1.6h のケースでは，未超過確率が 50%となり，t=1.8h のケースより大きな値と
なる．  
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値である 1:1.5 とし，天端高は，現行設計で用いられている被害率 1%の KD（KD=20）と






















とした．図 3.2 に実験断面 a)～f)を示す．表 3.2 に水理模型実験に用いた実験波を示す．
不規則波は耐波安定実験および流速場の計測に，規則波は流速場の計測に用いた．消波
ブロック模型はモルタル製である．ドロスが 83.7g/個（h=6.1cm, r=2.35g/cm3），テトラ
ポッドが 80.2 g/個（h=4.9cm），エックスブロックが 31.7g/個である． 
 
表 3.1 断面構造条件 
消波工構造 被覆層厚 中詰め材 断面名称 断面 
















































































































図 3.2 実験断面図 
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表 3.2  実験波一覧 
 周 期 波 高 備  考 
不規則波 
T1/3 = 1.63s H1/3 = 6～18cm
安定実験 a)～f) 
流速場の計測 
T1/3 = 1.95s H1/3 = 8～18cm 安定実験 b)のみ 
規則波 
T = 1.63s H = 5～17cm 流速場の計測 












図 3.3 は，a)～f)の各断面における安定実験結果示している．縦軸は KD で，横軸は被
















定性が低下することが分かる．e)1.2h 石材および f)1.2h 石材(XB 無)においても全ての安
定実験結果が全断面平均を下回っている．d)1.8h 石材と比較しても安定性がより低下し




















図 3.3 ドロス安定実験結果 
 

























































a) 全断面 b) 1.8hTP c) 1.2hTP 
d) 1.8h 石材 e) 1.2h 石材, f)1.2h 石材(XB 無) 
 28








































測した．流速は斜面上向き方向を正とした．被覆層外部 3.0cm の位置（表層より 0.5h 上 



























図 3.5 計測機器設置状況 
 
置して遡上波形を計測した．遡上計は、榊山・斉藤（1988）を参考として容量式波高計











図 3.6 容量線サポーター 
 
3.3.2 ケーソン前面水位 






とが指摘されており（Bruun and Johannesson, 1976; Bruun and Günbak, 1977），すでに述べ
た中詰め材に石材を用いた場合の表層のドロスの安定性の低下傾向と一致する． 


































































































図 3.8  ケーソン前面水位（不規則波） 
 
3.3.3 被覆層外縁における流速 





波計算を行った．結果を図 3.11 に示す．ここで u は波進行方向，w は鉛直上向きを正と
し，水深は全域で 36.5cm とした．石材の諸量は空隙率 0.44，抵抗係数 1.00，慣性力係
数 1.20 とした．消波ブロックの空隙率は，ドロスが 0.575，テトラポッドを 0.5 とし，
抵抗係数および慣性力係数は両者ともに 0.9，1.5 とした．計算結果からも中詰め材の透
水性が小さいと斜面に沿う流速も大きくなることがわかる．また被覆層の外側へ向かう






















図 3.9 被覆層外縁流速（規則波） 
 

































































































図 3.11 被覆層外縁における水平・鉛直流速の計算値（規則波） 
 




被覆層内外の遡上高さの測定結果を図 3.12,図 3.13 に示す．被覆層外においては，中
詰め材に石材を用いた場合に，全断面および中詰め材がテトラポッドの場合より流下時 
 




















    





















        a) 被覆層外               b) 被覆層内 
図 3.12  遡上高（規則波） 
 































































































































































(2) 遡上波先端速度  
 計測した遡上波形を時間微分することで遡上波の先端速度を求めた．この先端速度は，
波の遡上および流下時の平均的な流速と考えられる．不規則波および規則波における被





















































        a) 被覆層外               b) 被覆層内 











































































































































































































































































































図 3.18 流下速度差（不規則波） 
 




















































































  1)(                                         (3.1) 
こ こ に ， p(xi) は 変 位 可 能 量 xi(mm) に お け る 超 過 確 率 ， N は 全 度 数 ，        
ni－１は変位可能量 xi－１(mm)以下の度数の合計である． 
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4.2.1 Hudson 式 



























    


                                              (4.1) 
ここに，KD はブロックの形状などにより定まる係数，M はブロックの安定質量，r はブ


















    






















 cos cos cos 1w w w a w uG n G n G n P                             (4.3) 
ここに，G は空中重量，Gw は水中重量，は斜面勾配，Pu は着目したブロックとその下





















みを対象としてブロックの個数 na，nw が与えられる．ここで Svee は，na, nw を用いてブ
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    


                           (4.5) 
ここに，M はブロックの安定質量，K はブロックの形状により定まる係数である． 
 
4.3 安定質量と引抜き抵抗力の関係 







ととした．引抜き抵抗力の無次元量 F/W（F は引抜き抵抗力，W はブロックの自重）を
以降において引抜き抵抗力と称す．引抜き抵抗力を一つのブロックを引抜く際の抵抗に
寄与するブロックの存在範囲を示す指標として用い，Svee 式におけるかみ合わせ係数 r










 被覆表層に平面積 Dn2（Dn=V1/3，V はブロックの体積）のブロックが複数個存在する
ものと考える．図 4.3 に示すように，一つのブロックが被覆表層より離脱する際に影響














図 4.3 ブロック離脱時の影響範囲 
 
 22 (1 2 )n nD D                                                   (4.6) 
















                                    (4.8) 
よって，を決定することで，式(4.4)よりかみ合わせ係数 r が決定される． 
 
4.3.2 安定質量の評価式 
 引抜き抵抗力 F/W は，引抜き時の抵抗力が，ブロック自重の何倍であるかを示してお
り，引抜き時の周囲のブロックへの影響範囲を示す指標としてとらえられる．そこで，
ブロック離脱時の影響範囲を示す式(4.6)において，を F/W で表現できるものと考える．
= F/W とすることによりが次式で与えられる． 
/ 1
2
F W                                                 (4.9) 
式(4.7)および式(4.8)を式(4.4)に代入し，さらに式(4.9)を考慮することにより，Svee 式に
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の引抜き抵抗力が計測できるようにした．使用したドロス模型は，質量が M = 135.7g（体











図 4.4 引抜き抵抗力測定装置 
 
(2) 実験手順 
 測定箱内に被覆層を形成する．被覆層表層に，引抜き対象となるブロックを 3 個配置
し，測定箱に 50 回振動を加えることで波作用後のブロックのかみ合わせを模擬した．引
抜き対象ブロックの配置状況（加振後）を図 4.5 に示す．配置間隔は，ブロック高さ h























引抜き抵抗力は、サンプリングタイム 50ms で 5 秒間計測した．１回の被覆層形成で 3
つの引抜き力データが得られる．層厚ごとに 20 回の被覆層形成および加振を行い，引抜
き力の時系列を 60 データ（3 種類の層厚で計 180 データ）取得した． 
 









































































































4.0h 0.079 0.220 2.785 
1.8h 0.060 0.155 2.516 








































































図 4.8 変位可能量の全データ 
 









Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
4.0h 0.219 0.008 0.010 0.344 0.017 0.019 1.571 2.125 1.900
1.8h 0.111 0.016 0.004 0.210 0.048 0.006 1.892 3.000 1.500















Ⅰ Ⅱ Ⅲ  




引抜き抵抗力 F/W は，計測データ時系列における最大値 F を自重 W で除すことで得



















































4.0h 3.071 2.880 0.938 
1.8h 1.835 1.329 0.724 
1.2h 2.186 1.598 0.731 
 
 

























































Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
4.0h 1.508 2.892 4.639 0.602 2.805 3.417 0.399 0.970 0.737 
1.8h 1.421 1.862 2.790 0.950 1.174 1.862 0.669 0.631 0.667 













Ⅰ Ⅱ Ⅲ  


















































































a) t=4.0h                   b) t=1.8h                  c) t=1.2h 
図 4.13 引抜き抵抗力の超過確率 
 
 
図 4.14 引抜き抵抗力の超過確率 



























































































































































































































表 4.6 検定結果 
 分散比 F602(0.05) 帰無仮説 H0
4.0h 11.65 3.15 棄却 
1.8h 6.54 3.15 棄却 









W WP i                            (4.12) 
ここに，FR /W は引抜き抵抗力の期待値，P (i)はかみ合わせパターン（i =Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ）の出
現確率，F(i)/W はかみ合わせパターン（i =Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ）ごとの引抜き抵抗力である．式(4.9)
から式(4.10)における F/W を期待値 FR/W に置き換えると，式(4.13)から式(4.15)となる． 
/ 1
2
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ック模型は，ドロスが M = 135.7g （ 体積：V = 57.16cm3 , 高さ: h = 7.2cm）で，テトラ
ポッドが M = 124.9 g（体積：V = 52.79 cm3, 高さ：h = 5.8cm）である．実験断面の構造
条件を表 4.7 に、実験断面を図 4.16 示す．実験は，ドロス被覆堤とテトラポッド被覆堤
を対象として行った．テトラポッド被覆堤は，ドロス被覆堤における実験結果と比較す
るために行ったものである．なお，テトラポッド被覆堤の結果は，本節の末尾にまとめ
て示す．波浪条件を表 4.8 に示す． 



















図 4.15 実験装置 
 
表 4.7 断面構造条件 

































































































図 4.16 実験断面図 
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表 4.8 波浪条件 
a)ドロス被覆堤 
 予備波（KD = 2.3 相当） 実験波（KD = 20 相当） 
周期 T1/3 1.76s 1.76s 
波高 H1/3 8.0cm 16.4cm 
波数 500 波 1000 波 
    b)テトラポッド被覆堤 
 予備波（KD = 1.0 相当） 実験波（KD = 8.3 相当） 
周期 T1/3 1.76s 1.76s 
波高 H1/3 5.6cm 11.3cm 
波数 500 波 1000 波 
 
4.5.2 変位可能量 





















全断面 0.018 0.081 4.500 
1.8h 0.022 0.109 4.955 














Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
全断面 0.096 0.010 0.003 0.197 0.029 0.010 2.052 2.900 3.333 
1.8h 0.129 0.007 0.005 0.278 0.025 0.019 2.155 3.571 3.800 


















図 4.17 パターンごとの変位可能量 
 


































図 4.18 変位可能量の超過確率 
 
4.5.3 かみ合わせパターンの出現確率 
 層厚ごとのかみ合わせパターンの出現確率を図 4.19 に示す. 他のブロックの拘束が
無く，外力に対して自重のみで抵抗すると考えられるパターンⅠが出現する確率は，全



















































Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
全断面 1.113 2.666 7.123 0.045 1.920 2.522 0.040 0.720 0.354 
1.8h 1.998 3.182 6.020 0.814 1.218 2.536 0.407 0.383 0.421 



















図 4.20 パターンごとの引抜き抵抗力 
 
(2) ドロスが有する抵抗力 
図 4.19 に示したかみ合わせパターンの出現確率と図 4.20 に示したパターンごとの引
抜き抵抗力を用いて，式(4.12)より引抜き抵抗力の期待値，すなわちドロスが有する抵抗
力 FR/W を算出した．図 4.21 に FR/W を示す．ドロスの抵抗力は層厚に依存することが
わかる．全断面と 1.8h では同程度であるが、1.2h の抵抗力は，全断面および 1.8h と比
















































   図 4.22 かみ合わせパターンの出現確率 
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b)変位可能量 
層厚ごとの変位可能量を表 4.12 および図 4.23 に示す．変位可能量の平均値は，層厚














全断面 0.021 0.059 2.809 













図 4.23 層厚ごとの変位可能量 
 









Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
全断面 0.067 0.003 0.008 0.101 0.007 0.025 1.507 2.333 3.125 














































図 4.25 変位可能量の超過確率 
 
c)テトラポッドが有する抵抗力 






















Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
全断面 1.852 2.350 4.464 0.995 0.574 1.876 0.537 0.244 0.420 









































ととした．異なる 2 種類の層厚 A および層厚 B の安定質量は MA, MB は式(4.15)で与えら
















                                            (4.16) 
ここに，rA, rB は層厚 A,B におけるかみ合わせ係数を示している．表 4.15 に示すドロス
の抵抗力 FR/W を用いて，式(4.14)より算定されるかみ合わせ係数を表 4.16 に示す．実験
条件よりr=2.37g/cm3, w=1.00g/cm3 とし，表 4.16 に示した r を用いて，式(4.16)より各層
厚における安定質量の比を求めた．その結果，層厚 1.2h の場合に必要な安定質量は，全
断面あるいは層厚 1.8h の場合に必要な安定質量の 1.35 倍と算定された． 
 
表 4.15 ドロスの抵抗力 
  全断面 1.8h 1.2h 
抵抗力 FR/W 4.85 4.85 3.26 
 
表 4.16 かみ合わせ係数 r 





図 4.28 は 3.2.2 で示した安定実験結果に基づき，層厚 1.2h および 1.8h それぞれの安定
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た被災時の波浪条件が明確な事例である．収集した事例を表 5.1 に示す． 同一の時化に
よる同一港湾での被災であっても，構造条件が異なる断面や被災形態が異なる断面につ
いては各々の断面を解析対象とすることとした．その結果，計 15 断面を収集した． 
 
表 5.1 収集事例 
No. 地区名称  被災年月日
集覧  
発刊年
1 中の作港  S.46.9.11-13 1975 
2 留萌港(A-A 断面) S53.11.19-20 1984 
3 留萌港(B-B 断面) S53.11.19-20 1984 
4 留萌港(C-C 断面) S53.11.19-20 1984 
5 鴛泊港  S57.10.24-25 1984 
6 むつ小川原港  S57.3.21-24 1984 
7 八戸港  S55.12-23-24 1984 
8 久慈港  S57.3.21-22 1984 
9 鼠ヶ関港  S55.10.26-28 1984 
10 小名浜港  S56.8.22-23 1984 
11 鹿島港(A-A 断面) S55.12.24-25 1984 
12 鹿島港(B-B 断面) S55.12.24-25 1984 
13 上屋永田港  S57.8.26 1984 
14 鴛泊港  S61.3.16-18 1993 





















表 5.2 消波工の被災形態 
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勾配の水路床上に消波ブロック被覆堤を設置した．設計相対天端高 hC/HD が 0.39, 0.60, 
1.03 の 3 種類の堤体（堤体 A, 堤体 B, 堤体 C）を実験対象とした．実験断面図の一例を


































表 5.3 実験条件 
  堤体 A 堤体 B 堤体 C 
設計相対天端高 hC/HD 0.39 0.60 1.03 
水深  h 36.5cm 
天端高  hC 4.4cm 6.8cm 11.6cm 
天端幅  B 8.7cm 
使用ブロック  テトラポッド  
質量  M 124.3g 
密度  r 2.352g/cm3 
代表径  Dn (=(Mr)1/3) 3.75cm 
安定限界波高  HD 11.3cm 
波浪種別  不規則波  
周期  T1/3=1.87s 
波高  H1/3=9.8cm～22cm 
 
5.3.2 実験方法 
入射波高 H1/3 として HD を下回る波から大きく越える波まで作用させた（H1/3/HD≒0.9, 
1.0, 1.2, 1.5, 1.9）．同一波高ランクの波の作用は約 1000 波とし，消波工を積み替えるこ
となく，順次波高を上げていくこととした．途中 250 波毎に，断面形状の計測を行った．
測定箇所の一例を図 5.5 に示す．岸沖方向に 12 測線とし，測線の間隔を 2Dn（代表径の
2 倍）とした．測点は，消波工の大規模な変形もとらえるために基礎マウンドの法先に
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c) 堤体 C（hC/HD=1.03） 
図 5.6 消波工の断面形状 
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以降において，各波高ランクにおける入射波高 H1/3 を用いて算出される hC/H1/3 を相対
天端高と称する．表 5.4 に各波高ランクに対応した相対天端高を示す．断面変形が明瞭
となる H1/3/HD=1.22 では，各堤体の相対天端高が，図 5.2 に示した被災時相対天端高の
分布範囲（0.2～0.9）とほぼ一致している．そこで，被災事例との関連を検討するため
に， H1/3/HD=1.2 における堤体 A（hC/H1/3=0.32）と堤体 C（hC/H1/3=0.84）の断面形状に
着目することとした．各々の堤体の断面形状および初期断面からの鉛直方向の変位を図
5.7 に示す．図中には初期断面の形状を白線で示している．鉛直変位は Dn で無次元化し，
横軸は相対水平距離 x/B（x：ケーソン直立壁からの水平距離, B：消波工の天端幅）で 
 












0.87 0.45 0.69 1.18 
1.01 0.39 0.59 1.02 
1.22 0.32 0.49 0.84 
1.53 0.25 0.39 0.67 



















































































図 5.7 断面形状および鉛直変位 
a) 堤体 A（hC/H1/3=0.32） b) 堤体 C（hC/H1/3=0.84） 
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示した．堤体 A は，消波工天端が沈下しており，沈下の範囲が x/B=1.5 程度まで及んで
いる．堤体 C は，消波工の法肩位置で沈下が生じているが，天端中央は沈下していない． 







把握するため，図 5.8 に示す天端沈下率’/hC と水平減少率 l’/l0 を定義した．ここで，水
平減少率 l’/l0 とは被災断面における静水面での水平方向の消波工厚さの減少量 l’と被災









































率および水平減少率の変化を図 5.9 に示す．天端沈下率および水平減少率ともに,12 測
線の平均値を示している．各値とも H1/3/HD が 1 以下ではほとんど変化しておらず，顕
著な断面変化は生じていないことが分かる．H1/3/HD が 1.22 で変化が生じ始めるが，そ
の際，最初の 250 波で天端の沈下や法面の変形が起こり，その後 1000 波までは，断面
の変形が進行していない．H1/3/HD が 1.53 以上では，波数の増加に伴い断面の変形が進



























































































































































c) 堤体 C（hC/HD=1.03） 





前節で得た，消波工の水平減少率 l’/l0 と天端沈下率’/hc に基づいて被災断面を模擬し




で示すように，水平減少率が 0.25 毎（l’/l0=0.25, 0.50, 0.75, 1.00）に 4 断面を設定した．
表 5.5 に検討断面を示す．比較のため消波工無しの断面も検討対象とした． 
前節で示した消波工の変形形状は，ほぼ直線的であった．そこで，消波工の法面形状










































表 5.5 検討断面 


























































































実験断面の一例（初期断面）を図 5.13 に示す．水路内の勾配 1/30 のモルタル床上に，
消波ブロック被覆堤模型を設置し，ケーソン（アクリル製）に作用する波圧を波圧計で，
波力を 3 分力計で計測した．波圧計は，ケーソン壁面の 8 箇所（PG1～PG8）に取り付
けた．なお，ケーソンと消波工の間に 0.5cm のクリアランスを設け，消波工として用い
たテトラポッドが直接波圧計に接触するのを防いでいる．ケーソンは，波圧計測用と波



































































































図 5.14 ケーソン平面配置図 
 
表 5.6 実験条件 
設計相対天端高 hC/HD 0.60 
水深  h 36.5cm 
天端高  hC 6.8cm 
天端幅  B 8.7cm 
使用ブロック  テトラポッド  
質量  M 124.3g 
密度  r 2.352g/cm3 
代表径  Dn (=(Mr)1/3) 3.75cm 
安定限界波高  HD 11.3cm 
波浪種別  規則波  不規則波  
















































































































































































































































































































































































a) T=1.87s, H=7.8cm, H/h=0.21 b) T=1.87s, H=10.8cm, H/h=0.30 
















































































































































































































































































e) T=1.87s, H=21.5cm, H/h=0.59 f) T=1.87s, H=26.0cm, H/h=0.71 
g) T=1.87s, H=28.0cm, H/h=0.77 
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る．そこで静水面位置（PG6）で測定された波圧に着目し，その時系列を波高水深比 H/h































































































































































図 5.17 波圧時系列（T=1.87s, H=18cm, H/h=0.49） 
 












値を示す．縦軸は，波圧 p をgH で無次化した値を示しており，横軸は波高水深比 H/h


















































波力の時系列を波高水深比 H/h 毎に図 5.20 に示す．H/h=0.21, 0.30 のケースでは，消
波工の有無，消波工の断面形状にかかわらず，波圧波形はいずれもほぼ同じである．一
方，H/h=0.39～0.77 のケースでは，消波工の被災断面形状に応じて波圧が変化すること






























































































































































































































































































































































































































































































































































































e) T=1.87s, H=21.5cm, H/h=0.59 f) T=1.87s, H=26.0cm, H/h=0.71 
g) T=1.87s, H=28.0cm, H/h=0.77 
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(4) 作用波力の比較 
図 5.21 にケーソンに作用する水平波力 FH を断面形状毎に示す．縦軸は，各断面の無
次元水平波力 FH/gHA（A：波力作用面積）を初期断面の無次元水平波力で除した水平
波力比 FH’であり，横軸は波高水深比 H/h である．H/h が 0.4 にいたるまでは，各断面の
差はほとんどない．H/h が 0.4 以上では，各断面毎の FH’の差異が顕著となる．被災断面
①から被災断面④へと被災の規模が大きくなるにつれ FH’も増加しており，被災断面④
では初期断面に対して最大で 2.3 倍程度の波力が作用している． 





に作用する波力は，H/h=0.2 で合田波力を若干上回るものの，ほぼすべての H/h におい
て合田波力の値を下回る．被災の程度が大きくなるほど，合田波力を上回る波力が生じ
ており，波力増大の割合は，消波工天端が静水面近傍，静水面以下となる被災断面③，














































































































































災断面に作用する衝撃波力成分は H/h=0.4 を越えると増加しており，図 5.21 に示した断













































 最大波力発生時刻近傍の波力波形と静水面位置で測定された波圧波形を Hmax/h 毎に図



















































































































































































































































































































































































































図 5.27 波力・波圧時系列（T=1.87s, Hmax=19.0cm, Hmax/h=0.52） 







図 5.29 波力・波圧時系列（T=1.87s, Hmax=21.5cm, Hmax/h=0.68） 









































































































































































































































































































































































































は，波圧 p をgHmax で無次化した値を示しており，横軸は波高水深比 Hmax/h である．重
複波圧成分は，被災断面形状による値の変化はほとんどない．衝撃波圧成分は，断面形
状の影響を大きく受けており，断面形状に応じて値が変化する．被災断面③と被災断面





































































































































































































































FH’と Hmax/h の関係を見ると，Hmax/h が 0.7 付近で被災断面③および被災断面④の FH’が
急激に増加している． 





においては，Hmax/h が 0.7 程度以上の場合に合田波力を若干上回る．被災の程度が大き
くなるほど，合田波力を上回る波力が生じており，波力増大の割合は，規則波と同様に，
消波工天端が静水面近傍，静水面以下となる被災断面③，被災断面④において著しい．










































































































































図 5.36 衝撃波力成分と重複波力成分（不規則波） 
 
(5) 消波工断面形状の変化と波力変化の関係 
不規則波における FH’と Hmax/h の関係（図 5.33 参照）を踏まえ，消波工の変形の程度
を表す天端沈下率および水平減少率に着目して FH’を整理した．図 5.37 は水平減少率 l’/l0
および天端沈下率’/hc と FH’の関係を示している．Hmax/h が 0.6 以下と 0.7 以上の場合で，
水平減少率および天端沈下率が波力比に与える影響が異なることが分かる．またこの傾
向は，被災断面③に相当する水平減少率が 0.75, 天端沈下率が 0.98（静水面における消
波工幅が初期断面の 3/4 まで減少し，消波工天端が静水面付近まで沈下）にいたると顕




















































































らかにし，その変形形状を水平減少率 l’/l0 と天端沈下率’/hc によって示した．図 5.11
に示した設計相対天端高 hc/HD=0.6 の堤体における被災断面の形状について，横軸を
H1/3/HD とし，縦軸を各々l’/l0 と’/hc として示したのが図 5.38 である．この図は，ある
波高 H1/3 が一時化（約 1000 波）作用した後の断面形状を示すものである．図 5.39 は，
横軸を水平減少率 l’/l0 とし，縦軸を天端沈下率’/hc として，波力比 FH’を Hmax/h 毎に示
した等波力比線図である．図中直線上にある点は被災断面①から被災断面④の FH’であ



















図 5.38 波高と断面形状の関係（hc/HD=0.6) 




















      
 





















図 5.39 断面形状と波力比の関係（hc/HD=0.6) 
 
た実験結果である．これより，l’/l0 と’/hc から，FH’の値を得ることができる．例えば，
テトラポッドの安定限界波高 HD を 1.5 倍上回る波高が来襲した場合を考える．図 5.38
より，変形後の断面は，水平減少率 l’/l0 が約 0.7，天端沈下率’/hc が約 0.8 となる．こ
のような消波工断面に，例えば波高水深比 Hmax/h＝0.7 の波浪が来襲すると，図 5.39 よ
り FH’が約 1.5 程度となることが予測される．すなわち，初期断面に対して作用波力が
1.5 倍程度に増加するであろうことを意味する． 
図 5.38 や図 5.39 に示した関係は，限られた実験条件において得られた結果である．
a) Hmax/h=0.5 b) Hmax/h=0.6 c) Hmax/h=0.7 
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